[bookmark: _GoBack]様式第１号（第２条関係）
　　年　　月　　日
都　城　市　長　宛て
申請者住所
氏名（名称）
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

過疎地域における固定資産税の課税免除申請書

　都城市過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例第４条第１項の規定により固定資産税の課税免除を受けたいので、次のとおり申請します。
	税　目
	年　度
	事業年度又は年
	区　分
	事業の種類

	固定資産税
	　　年度
	　　年　　月　　日から
　　年　　月　　日まで
	新設・増設
	

	新設・増設した設備に関する明細（総括）
（イ）
	設備の名称及び所在
	（名称）
（所在）

	
	設備を事業の用に供した年月日
	　　　　　年　　月　　日

	
	設備にかかる固定資産の取得価格の合計額
	　　　　　　　　　 　　　　　円

	
	設備にかかる増加生産見込額
	　　　　　　　　     　　　　円

	
	設備を事業の用に供したことに伴って増加する雇用者（日々雇い入れられる者は除く）
	　　　　　　　     　　　　　人

	（イ）の内　訳

（詳細は明細書に記入）
	土

地
	所在及び地番
	地目
	面積（㎡）
	取得年月日
	取得価額

	
	
	
	
	
	年 　月 　日
	　　　     　　円

	
	家

屋
	所在及び地番
	構造
	面積（㎡）
	取得年月日
	取得価額

	
	
	
	
	
	年 　月 　日
	　　     　　　円

	
	償

却
	種類・名称
	数量
	取得単価
	取得年月日
	取得価格

	
	
	
	
	
	年 　月 　日
	　　　     　　円


【添付書類】
　(１)　法人にあっては、法人税法施行規則（昭和40年大蔵省令第12号）別表16の減価償却資産の償却額の計算に関する明細書の写し
　(２)　家屋平面図及び償却資産配置図並びに当該家屋の敷地である土地の平面図
　(３)　所得税法（昭和40年法律第33号）第２条第１項第37号又は法人税法（昭和40年法律第34号）第２条第31号の規定による確定申告書の写し
　(４)　適用事業の用に供した日、取得価額及び特別償却の有無を明らかにする書類
　(５)　市税の滞納のない証明
　(６)　事業所の経歴及び事業の内容を示す書類（経歴書、パンフレット等）


附表
　　年　　月　　日
都　城　市　長　宛て
申請者住所
氏名（名称）
代表者名　　　　　　　　        　            　　　　　

固定資産の明細書

	土地に係る取得価額等の明細書

	所　在　地
	地目
	地積（㎡）
	取得年月日
	当該家屋の建設に着手した年月日

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



	家屋に係る取得価額等の明細書

	所　在　地
	家屋
番号
	構造
	用途
	床面積（㎡）
	取得年月
日
	取得価額
（円）

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	



	　償却資産種類別明細書（新規取得）

	種類
	名称
	耐用
年数
	取得年月日
	数量
	取得価額（円）
	特別償却
の有無

	
	
	
	
	
	
	有　・無

	
	
	
	
	
	
	有　・無

	
	
	
	
	
	
	有　・無

	
	
	
	
	
	
	有　・無



	　償却資産種類別明細書（取替え又は更新）

	種類
	名称
	能力
	型式
	耐用年数
	取得年月日
	数量
	取得価額（円）
	特別償却
の有無

	
	
	
	
	
	
	
	
	有　・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	有　・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	有　・無






